
２０２６年度入試解説（社会） 

１ 

（１）正解：④ 

経度はロンドンを通る本初子午線（経度０度）を、緯度は赤道と回帰線（点線：緯度

２３．４度）を基準として考えます。また、地図の右端に日本がありますから、東京が

「ほぼ東経１４０度」・「ほぼ北緯３５度」であることから、図に示された経線・緯線は、

それぞれ３０度間隔であることが分かります。明石を通る日本の標準時子午線が、東経

１３５度であることも判断基準となります。 

（２）正解：⑤ 

Ａの文は、イスラームの聖地であるメッカがあることから、イ（サウジアラビアのリ

ヤド）となります。Ｂの文は、ステップとよばれる草原やゲルとよばれるテントの家か

ら、オ（モンゴルのウランバートル）となります。中国にもモンゴル族の人々が住んで

いますが、それはモンゴルとの国境に近い内モンゴル自治区です。カのペキン周辺では、

畑作が主で、首都圏向けの生鮮野菜や花の栽培などがさかんに行われています。 

（３）正解：① 

②はオランダ、③はオーストラリア、④はアメリカ合衆国、⑤はフランスについて示

しています。 

（４）正解：⑤ 

Ｑ国は、エチオピアです。エチオピアがコーヒーの原産地であることを知らなくても、

１位のブラジルや４位のコロンビアなどから、コーヒー豆と判断できます。 

他の作物の上位国は、①カカオ豆はコートジボワール・ガーナ・インドネシア・ブラ

ジル・エクアドル、②サトウキビはブラジル・インド・中国・パキスタン・タイ、③ト

ウモロコシはアメリカ合衆国・中国・ブラジル・アルゼンチン・ウクライナ、④茶は中

国・インド・ケニア・トルコ・スリランカとなっています。 

（５）正解：① 

②はかつて南アフリカ共和国でとられていた人種隔離政策（アパルトヘイト）、③は

ドイツ・朝鮮半島やベトナム、④は中国について示したものです。 

 

２ 

（１）正解：① 

畜産物の生産額上位３道県である、北海道・鹿児島県・宮崎県が入っていることから、

判断が難しかったと思います。今回の問題は、世界の上位国をヒントとして、答えを導

き出す問題となっています。豚肉を多く食べる地域は、中国とヨーロッパです。問題に

示された国にこれらが多く含まれること、特に、中国が世界の飼育頭数の半分近くを占

めることから、豚肉と判断します。もちろん、東日本でより豚肉を食べることから、群



馬県・埼玉県・茨城県より豚肉と予測することもできます。中国では、メニューに「肉」

と書かれている場合は豚肉を指すというほど、一般的に食べられる肉は豚肉です（例：

青椒肉絲は豚肉料理、牛肉を使用する場合は青椒牛肉絲となる）。また、ヨーロッパでは、

畑作と畜産を組み合わせた農業が広く行われてきており、ベーコンや腸詰め（ウインナ

ーソーセージ・フランクフルトソーセージ・ボローニャソーセージなどが有名）といっ

た保存食が発達しました。近年は、弘前市内のスーパーの精肉コーナーでも、スペイン

産イベリコ豚が販売されていますね。なお、飼育頭数上位は、以下の順になっています。 

①豚は、鹿児島県・宮崎県・北海道・群馬県・千葉県・茨城県、 

②羊は、北海道・岩手県・長野県・栃木県・山形県・宮城県、 

③採卵鶏は、茨城県・鹿児島県・千葉県・広島県・岡山県・愛知県、 

④乳用牛は、北海道・栃木県・熊本県・岩手県・群馬県・千葉県、 

⑤肉用牛は、北海道・鹿児島県・宮崎県・大分県・熊本県・岩手県  

（２）正解：③ 

年降水量（年間）が特に少ないウが、瀬戸内に位置する松山市となります。瀬戸内地

方は、夏も冬も、山越えの季節風の風下となることから雲ができにくく、風上にあたる

太平洋側・日本海側よりも降水量が少なくなります。年降水量（年間）が多いア・イが、

福井市と伊勢市になりますが、降雪により１月の降水量が多いイが日本海側の福井市、

１月の降水量が少ないアが太平洋側の伊勢市となります。 

（４）正解：① 

最上川は、山形県を流れる河川です。岩手県を南北に流れる川は、北上川です。④青森

県の２０２４年１０月１日の推計人口は、１１６．４万人で、岩手県よりも約２万人多

くなっています。人口の確定値としては、前回の国勢調査が行われた２０２０年１０月

１日の人口が、青森県が１２３．７万人、岩手県が１２１．０万人でした。今年度、国

勢調査が行われましたが、青森県の人口はどうなっているでしょうか。 

（５） 正解：④ 

①は石川県（金沢市）、②は鹿児島県・沖縄県、③は福井県（鯖江市）、⑤は愛媛県（今

治市）の地場産業です。 

（６） 正解：② 

「富士山」・「モモやブドウの収穫量が日本一」・「甲斐」・「武田信玄」などから、山梨県

であると判断できます。 

（７） 正解：③ 

少子化が進んだ日本は、１５歳未満の人口（年少人口）の割合がとても少なくなってい

ます。また、高齢化も進み、６５歳以上の人口（老年人口）の割合が高くなっています。

一般的に、出生率と死亡率がともに高い発展途上国は、「富士山型」の人口ピラミッドと

なります（④のエチオピアのような形）。国が発展していくにつれて、出生率と死亡率は

ともに低下し、「つりがね型」（②のスウェーデンのような形）へ、さらに少子高齢化が



進むと、「つぼ型」（③の日本のような形）へと変化していきます。①は中国のもので、

図の中ほどから下には、１９７９年からとられた一人っ子政策（現在は廃止）の影響が

見られます。なお、教科書の「人口ピラミッドの読み取り方」の項目で出てくる『出生

率』という言葉は、その国や地域で人口１０００人に対して（１年間など一定期間に）

新たに生まれた子どもの数を割合で示したものを指します。女性１人がおおむね一生の

間に産む子どもの平均数を示す『合計特殊出生率』のことを、省略して『出生率』と言

ってしまう場合があるので、注意が必要です。２０２４年における日本の『出生率』と

『合計特殊出生率』を見ると、『出生率』が５．７（人口１０００人に対して）であるの

に対して、『合計特殊出生率』は１．１５となっており、２つの統計がまったく異なるも

のであることが分かります。 

 

３  

（１）正解：② 

 日付まで覚えなければならない歴史的事項は多くはありません。 それでも、１９４５年

８月６日に広島へ原子爆弾が投下されたことは覚えておきましょう。 

（２）正解：③ 

千利休は、質素な風情を工夫して楽しむ、「わび茶」と呼ばれる芸能を完成させた人物で

す。黄金の茶室のような贅沢な道具を愛好したわけではありません。 

（３）正解：② 

 ナポレオンは１８世紀末から１９世紀の初頭にかけて活躍した人物です。ラジオが普 

及するのは２０世紀に入ってからなので、他の３つの出来事 (いずれも２０世紀のこと) 

とは、時代が合いません。 

（４）正解：④ 

遼東半島を日本に返還するように勧告したのは ロシア、フランス、ドイツの三国です。 

これを三国干渉といいます。アメリカは関係しないです。 

（５）正解：小村寿太郎 

 関税自主権の回復は、１９１１年の日米通商航海条約の改正によって実現しました。 そ

のときの外務大臣は小村寿太郎 (こむらじゅたろう) です。 

（６）正解：⑤ 

 十二支は全て言えますか? (子・丑・寅・卯・・・) 十干十二支の組み合わせで、年を表

す仕組みを干支といいます。この中で干支を用いた年の表記になっているのは辛亥革命で

す。 

（７）正解：② 

 ②が誤りです。パレスチナに住んでいたアラブ系住民の多くはヒンドゥー教徒ではなく、

イスラム教徒です。 

（８）正解：③ 



 徳川綱吉の時代は、 元禄文化と呼ばれる町人文化が栄えた時代です。 

 

４ 

（１）正解：③ 

メソポタミア文明はティグリス・ユーフラテス川流域で太陰暦が特徴 ①と②は「ナ

イル川」「太陽暦」からエジプト文明 ④は「カースト制度」から現在のインドに関わ

るインダス文明についてのもの。 

 

（２）正解：① 

中国で初めて「皇帝」の称号を使った人物が秦の始皇帝であることから、始皇帝に関

わる「万里の長城」の記載がある①が正解。②「卑弥呼」は秦よりあとの三国時代の魏

という国に使者を派遣している（魏志倭人伝）。③日本は、秦のあとに誕生する隋や唐

に使者（遣隋使・遣唐使）を派遣し律令を中国から受け入れていった。④遣唐使停止後、

日本と中国の間では正式な使者の往来は無かったが、日宋貿易などがおこなわれた。 

 

（３）正解：古墳 

「大和政権」「大王（おおきみ）」が時代を考えるヒントになる。 

 

（４）正解：③ 

ヨーロッパ文明発祥の地である古代ギリシャでは、今の日本とは違った形での民主政

がおこなわれていた。 

 

（５）正解：③ 

現在のアメリカ合衆国が、イギリスの植民地支配に対して独立戦争を戦ったこと、さ

らに世界初の大統領制を採用したことがポイント。立憲君主制は、国王や皇帝とよばれ

る君主が存在するが、憲法というルールに君主も従う形での政治の仕組みであり、アメ

リカの歴史には未だ一度も国王や皇帝が存在したことはない。議会政治と立憲君主政

は、アメリカ独立戦争前のイギリスで実施されていた（権利の章典）。 

 

（６）正解：④ 

Ｘは「株仲間」から江戸時代（株仲間の解散は天保の改革）、Ｙは「御成敗式目」から

鎌倉時代、Ｚは「管領」「守護大名」が室町時代のキーワード。 

 

（７）正解：② 

明治政府により導入された徴兵制度は、年齢などの条件を満たした男子から選抜して

兵役に服させる兵制であり、志願者に頼るものではなかった。 



 

（８）正解：⑤ 

「民本主義」は大正デモクラシーを象徴するキーワード。①大正時代の小説家。②明

治時代の自由民権運動の中心人物。③大正時代の首相。④大正デモクラシーを支えた

「天皇機関説」を唱えた学者。 

 

（９）正解：① 

「ムッソリーニ」という人物から（オ）はイタリア。⑤⑥ドイツは第一次世界大戦で

敗戦国であった。レジスタンスは、第２次世界大戦中のヨーロッパ各地で展開された、

ドイツによる占領・支配に対する協力拒否や武力による抵抗運動のこと。 

 

（10）正解：② 

できごとは五・一五事件であり、日本の関東軍による柳条湖事件から拡大した満州事

変に対応していた犬養首相が暗殺された。 

その後、軍の政治への影響力が少しずつ大きくなる中で、１９３６年に東京で陸軍将

校らが大臣を殺害する二・二六事件が起こると、軍の政治的発言力がますます強まり、

１９３７年に盧溝橋事件をきっかけに中国政府との戦争へ突入するが、長期化するこ

の日中戦争をきっかけに、関係が悪化していったアメリカに対して、１９４１年日本軍

が真珠湾を奇襲攻撃し、太平洋戦争がはじまった。 

 

５ 

（１）正解：④  

①１２１５年，②１９８９年採択，③１９７９年採択  

（２）正解：⑤ 

１９１９年制定のワイマール憲法(ドイツ)において、世界で初めて社会権が明記され

た。 

（３）正解：国民主権 

日本国憲法の三大原理は、国民主権、基本的人権の尊重、平和主義。 

国民主権は、国の政治の最終的な決定権が国民にあるという、民主主義の基本原理。 

（４）正解：② 

②朝鮮戦争は１９５０年に勃発，①１９７３年，③１９９３年，④２００８年，⑤１

９９１年 

（５）正解：③ 

検閲の禁止は、表現の自由（自由権）を守るために規定。教育を受ける権利は、社会

権に属する。裁判を受ける権利は、人権を守るために規定されている。  

 



６ 

（１）正解：② 

  ②は、議会が首長に対してもつ不信任決議について述べた文である。 

（２）正解：③ 

  ア 家計は企業に労働力を提供し、賃金を得る 

  イ 政府は家計に対して、公共サービスを提供する 

  ウ 企業・家計は政府に対して税金をおさめる 

（３）正解：② 

  円高は、輸出に不利、輸入に有利 

  円安は、輸出に有利、輸入に不利 

  1 ドル=１５０円の時、２００００ドルで輸出される車は、日本円に換算して３００万

円。 

  その日本車を１ドル=１２５円で輸出する場合、３００万円÷１２５円で２４０００ド

ルとなる。 

（４）正解：④ 

  説明略 

 

７ 

２０２６年に、第８０回国民スポーツ大会（国スポ）「青の煌
きら

めきあおもり国スポ」が

青森県で開催されます。国スポ冬季大会が 1 月３１日～２月１７日に、国スポ本大会が

１０月１０日～２０日（会期前実施競技もあり）に、青森県内（一部県外開催競技もあ

り）にて行われます。スローガン「翔けろ未来へ縄文の風に乗って」には、縄文時代の

遺跡が数多く存在する青森から、新たな歴史と感動を全国に向けて発信し、未来につな

げていきたいという願いを込められています。 

また、同じく２０２６年に、第２５回全国障害者スポーツ大会（障スポ）「青の煌
きら

めき

あおもり障スポ」が青森県で、１０月２３日～２６日に開催されます。 

開催地である青森県では、これまでに競技別リハーサル大会を行い、出場する高校生

等を迎える準備をしてきました。２０２６年の国スポが、関わるみなさんにとってよい

ものとなるよう、努力してきたことが発揮されるよう、わたしたちも応援しています。 

 

（１）正解：２１（世紀） 

西暦〇〇１年～■■００年の１００年間を１世紀として、■■（世紀）と表現する。 

（２）正解（誤っているもの）：④ 

青森県内の１０市のうち、最も人口が多いのは、県庁所在地でもある青森市である。 

（３）正解：⑥ 

「国家の三要素」とは、「国民」と「領域（領土・領海・領空）」「主権」である。 



（４）正解：④ 

表の読み取りには時間がかかるが、「資料から分かることとして誤っているもの」を

問うているので、落ち着いて取り組んでほしい。④について、関東地方に服あれる県を

確認しておこう。 

（５）正解：①（２００１年９月１１日に発生した） 

②：１９６０年（日米安全保障条約の改定） 

③：１９６７年（公害対策基本法の制定） 

④：１９６４年（日本でのアジア初の夏季オンピックの開催） 

（６）正解：① 

ユニバーサルデザインを積極的に活用することは、日本国憲法に定められていない。 

 


